
資料２

第１８回分科会(H20.10.23)における
委員質問事項・指摘事項について

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 住宅局

平成20年11月21日



目次

前回分科会委員質問事項・指摘事項

○孤独死について、公共賃貸住宅、それ以外で
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賃貸住宅のオーナーに登録制度をどう普及しているか
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○高齢者の課題は地域毎に異なり、
地域毎にきめ細かな対応が必要ではないか。 ３．高齢者の住まいに係る地域毎の課題



１ 高齢者の住まいを巡る状況

①高齢者の孤独死 →詳細は、参考資料１ー１、１ー２

・東京都（２３区内） ：１，６６９人（Ｈ１６）→１，８９２人（Ｈ１８）（東京都監察医務院調べ）
・公営住宅 ： ７７７人（Ｈ１６）→１，１４８人（Ｈ１８）（国土交通省調べ）

・ＵＲ都市機構賃貸住宅： ２５０人（Ｈ１６）→ ３３１人（Ｈ１８）（都市再生機構調べ） いずれも増加傾向にある

②高齢者の住宅内の事故 →詳細は、参考資料１ー３、１ー４

住宅に起因する高齢者の事故死
交通事故死より多く、その大半は、浴室等での事故、スリップ、つまづき等同一平面上での転倒による。
・住宅に起因する事故死者数 ５，００６人（Ｈ１９）・交通事故死者数 ２，７２７人（Ｈ１９） （厚生労働省、警察庁調べ）

うち、浴室等での事故死 ３，１６２人
うち、同一平面上での転倒 １，００３人

住宅内の事故
高齢者の住宅内の入院事故は、死亡事故の約５０倍発生している
死亡事故１６件：入院事故（重篤症、重傷＋中等傷）８５７件：軽傷３２８５件＝１：５４：２０５

③高齢者の住み替え・改善の意向 →詳細は、参考資料１－５

高齢期が到来する世帯の住宅のリフォーム・建て替え、住み替えの意向（試算）
・持家を建て替え・改善して住み続ける １５９万世帯
・持家から住み替える ４８万世帯

※持家に住む家計を主に支える者が５０～５９歳の世帯数（Ｈ１５住宅・土地統計調査（総務省））に、持家に住む高齢者の住み替え・改善の
意向（Ｈ１５住宅需要実態調査（国土交通省））を掛け合わせて試算

１



２ー１ 高齢者住宅施策を巡る経緯

２

公共賃貸住宅 民間賃貸住宅
S62 シルバーハウジング・プロジェクト
H2 シニア住宅制度（事業主体：公団、公社）
H3 公営住宅、公団住宅について高齢化対応仕様の標準化
H5 シルバーハウジング（福祉施設連携型追加）
H6 シニア住宅制度（生活支援施設整備費補助の追加等）
高齢者向け公共賃貸住宅整備計画
（H6～21世紀初頭 整備目標量 約35万戸）

H7 公社住宅について高齢化対応仕様の標準化 H7 シニア住宅認定事業（事業主体に民間法人等追加）
住宅金融公庫等融資の優遇

H8 公営住宅制度見直し（高齢者の入居収入基準緩和）
H10 高齢者向け優良賃貸住宅制度（予算制度）
高齢者向けの優良な賃貸住宅の供給（事業主体：公団、公社）

H10 高齢者向け優良賃貸住宅制度（予算制度）

H12 社会福祉法人等による公営住宅等の使用対象に
認知症対応型老人共同生活援助事業追加

高齢者向けの優良な賃貸住宅の供給
（事業主体：地方公共団体、ＵＲ、公社）

高齢者向け優良賃貸住宅制度 高齢者円滑入居賃貸住宅制度
高齢者居住安定基金による債
務保証制度

H14 大規模公営住宅団地（１００戸以上）の建替時における社会福祉施設併設原則化

H17 高齢者専用賃貸住宅（一定の要
件を満たすものは特定施設入居
者生活介護の対象）

H18 あんしん賃貸支援事業

H19 地域優良賃貸住宅制度
（高優賃と特優賃の再編）

H13 高齢者の居住の安定確保に関する法律制定

H19 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）制定

公的賃貸住宅（公営住宅、UR・公社住宅、特優賃・高優賃等）の供給の促進 民間賃貸住宅への
円滑な入居の促進

高齢者の居住の安定を確保するため、昭和62年度のシルバーハウジングプロジェクト、平成2年度のシニア住宅等、
公共賃貸住宅において先駆的に取り組みを実施。平成13年度の高齢者居住法制定以降は、入居を拒否しない
民間賃貸住宅も含めて高齢者等に対する住宅セーフティネットの充実化を図ってきた。



２－２ 高齢者住宅に関する整備計画の達成状況

１９９４年度～２１世紀初頭の整備戸数の目標量
（＝借家に居住する最低居住水準未満かつ低所
得の高齢者等世帯数）※ 約３５万戸

高齢者向け公共賃貸住宅整備計画
(H6.11.17事務次官通達)

第八期住宅建設五箇年計画(H13-H17)
(H13.3.13閣議決定)

高度なバリアフリー化のなされた
公共賃貸住宅ストック数

高齢者向けの公共賃貸住宅ストックについては目標量を達成しているが、
高齢者向け優良賃貸住宅に関しては、目標量に到達していない。

２００１年度～２００５年度の整備戸数の目標量
（＝借家に居住する要介護、要支援の高齢者世
帯数）※※ １１万戸

高齢者向けの公共賃貸住宅 高齢者向け優良賃貸住宅

高齢者向け優良賃貸住宅
ストック数

※整備戸数の目標量の設定方法
①～④の全てに該当する世帯数から施設入所世帯数を除く
①２００４年の６０歳以上の高齢者単身・夫婦、身体障害者世帯
②借家居住
③最低居住水準未満
④収入分位Ⅰ～Ⅳ

※整備戸数の目標量の設定方法
①～③の全てに該当する世帯数の五箇年分（約１／３）
①２０１５年の６５歳以上高齢者世帯
②借家居住
③要介護、要支援

公営住宅 ３６．０万戸（H17.3）
UR都市機構賃貸住宅 １４．７万戸(H20.3）
地方住宅供給公社賃貸住 ２．３万戸（H19.3）
合計 約５０万戸

民間、社福、医療法人等 ０．９万戸（H20.3)
UR都市機構 ２．０万戸（H20.3)
地方住宅供給公社 ０．２万戸（H20.3)
合計 ３．０万戸（H20.3）

３
※四捨五入の関係で内訳と合計は一致しない



２－３ 高齢者住宅における医療・福祉との連携状況

○公共賃貸住宅については、シルバーハウジング・プロジェクトにより福祉サービスを提
供するほか、１００戸以上の公営住宅団地の建替えにおける福祉施設併設の原則化等、
公共賃貸住宅と福祉施設の併設を推進。今後も「安心住空間創出プロジェクト」等を積
極的に推進し一層の福祉サービスの提供確保に努める。
○高齢者向け優良賃貸住宅についても、社会福祉法人・医療法人による供給の促進の
ほか、社会福祉施設等との一体的整備を促進。

公共賃貸住宅

高齢者向け優良賃貸住宅

※1：６０歳以上の者が入居する戸数 ※２：ストック数に６５歳以上の者の入居割合（約33%）を乗じて推計

※四捨五入の関係で内訳と合計は一致しない

※四捨五入の関係で内訳と合計は一致しない

（単位：万戸）
ストック数 高齢者世帯入居数 高度なバリアフリー化 シルバー 福祉施設等併設

公営住宅 ２１９（Ｈ１９．３） ９４　（Ｈ１９．３）※１ ３６（Ｈ１７．３） ２．２（Ｈ２０．３） ２１（Ｈ２０．３）
ＵＲ都市機構賃貸住宅 ７７（Ｈ２０．３） 約２５（Ｈ１７．１０）※２ １４．７（Ｈ２０．３） ０．０（Ｈ２０．３） ４９（Ｈ２０．３）
地方住宅供給公社住宅賃貸住宅 １５．３（Ｈ１９．３） 不明 ２．３（Ｈ１９．３） ５．５（Ｈ２０．３）
合計 約３１０ 約１２０ 約５０ ２．３（Ｈ２０．３） 約７５

（単位：万戸）
福祉施設併設

民間、社福、医療法人等 ０．３（Ｈ２０．３）
ＵＲ都市再生機構 約１．６（Ｈ２０．３）
地方住宅供給公社 ０．０（Ｈ２０，３）
合計 約２．０（Ｈ２０．３）３．０（Ｈ２０．３）

０．９（Ｈ２０．３）
ストック数（＝高齢者世帯入居数、＝高度なバリアフリー化）

２．０（Ｈ２０．３）
０．２（Ｈ２０．３）

４



２－４－１ 住宅施策と福祉施策の連携による財政負担削減効果①

要介護３の高齢者が１年間居住する場合の財政負担について、持家を改修して住み続ける場合と、
特別養護老人ホームに入所する場合を比較すると、在宅介護費用の支給実績ベースでは、
持家に住み続けた方が財政負担は少なくなる。
可能な限り在宅での生活をできるようにすることは財政負担軽減にも一定の寄与があると考えられる。

持家（改修して住み続け）と特別養護老人ホームにおける財政負担の比較

参考：建設・改修
建設・改修

（１年あたり※１）
介護

（要介護３）
合計

【支給限度額ベース】
１４６万円
（＝２７万円
×１２ヶ月
×０．９（自己負担１割を除く）
×１／２（公費・保険料１／２ずつ））

約１４５万円

【支給実績ベース】
７０万円
（＝１３万円※２
×１２ヶ月
×０．９（自己負担１割を除く）
×１／２（公費・保険料１／２ずつ））

約７０万円

特別養護
老人ホーム

１床あたり２００万円程度※３
（建設費全体
１床あたり約１０００万円）

１床あたり
約６万円

【支給実績ベース】
１３０万円
（＝２４万円※２
×１２ヶ月
×０．９（自己負担１割を除く）
×１／２（公費・保険料１／２ずつ））

約１３５万円

持家
（改修して
住み続け）

１戸あたり９万円限度
＋α（地方による独自の補助）

（＝２０万円限度
×０．９（自己負担１割を除く）
×１／２（公費・保険料１／２ずつ））

※介護保険による住宅改修費は
２０万円が限度

１戸あたり
０．９万円＋α

５

※１ 持家の改修については、１０年間住み続けられるとし、特別養護老人ホームについては、３５年償却されるものとして算出
※２ 介護給付費実態調査月報（平成20年5月審査分、厚生労働省）における居宅サービス、介護福祉施設サービスの介護サービス受給者１人当たり費用額
※３ 地域介護・福祉空間整備交付金における小規模特養の配分基礎単価２ユニット以上４０００万円を元に定員２０人として算出



６

２－４－２ 住宅施策と福祉施策の連携による財政負担削減効果②

住宅のバリアフリー化は、高齢者の生活の自立度が向上するだけでなく、介護費用の削減にも寄与。

公営住宅建替えにおけるバリアフリー化による介護費用低減

資料：「 公営住宅等整備事業等の地方財政面での合理性の検証調査」（平成１９年３月、国土交通省）



２－５ シルバーハウジング・プロジェクトにおける高齢者生活相談所の利用状況

資料：「 高齢者の生活特性に配慮した公営住宅において高齢者に対する福祉サービスを提供するために整備された高齢者生活相談
所及びＬＳＡ専用住戸を有効に利活用するよう意見を表示したもの ７(平成20年10月31日付け20検第577号)」

う ち
利 用 な し

1 7 6 4 3 3 2 1 0 1 2 1
1 0 0 . 0 % 2 4 . 4 % 1 8 . 2 % 5 7 . 4 % 1 1 . 9 %

2 7 3 6 8 7 0 1 3 5 1 8
1 0 0 . 0 % 2 4 . 9 % 2 5 . 6 % 4 9 . 5 % 6 . 6 %

5 7 1 7 1 1 2 9 0
1 0 0 . 0 % 2 9 . 8 % 1 9 . 3 % 5 0 . 9 % 0 . 0 %

5 0 6 1 2 8 1 1 3 2 6 5 3 9
1 0 0 . 0 % 2 5 . 3 % 2 2 . 3 % 5 2 . 4 % 7 . 7 %

月 3 日 以 下

利 　 用 　 状 　 況

団 ら ん 室

両 室 を 兼 用

生 活 相 談 室

合 計

利 用 状 況 を 把
握 で き た 部 屋

区 分
ほ ぼ 毎 日

週 1 ～ 2 日
程 度

生活相談室、団らん室の利用状況（部屋数内訳）

※24都道府県における139住宅供給者が昭和63年度から平成19年度までの間に整備した高齢者生活相談所（501団地、532か所）
内に設置された936部屋のうち、利用状況を把握できた506部屋を対象として検査

高齢者生活相談所（生活相談室・団らん室）の利用状況は団地ごとに異なり、一層積極的な活用を図る
ため、計画段階から活用段階に至るまで、住宅部局・福祉部局の連携を強化していく必要がある。

団らん室の利用について、ほぼ毎日利用し
ているものも24.9%あり、これらの団らん室
は、入居者が気軽に立ち寄れるような状況
が作り出されており、ＬＳＡのサポートの下
に入居者を中心としたクラブ活動、コミュニ
ティ活動等に利用されている。

事例
・平成７年１２月に管理開始（シルバーハウジング３８戸）
・ＬＳＡの派遣を社会福祉法人に委託
・団らん室利用状況：入居者を中心に近隣の居住者も参加して
カラオケ、書道等のクラブ活動やコミュニティ活動等に利用さ
れており、１９年度における実績は約２６０回

団らん室が有効に利用されているケース

（以下、平成１９年度会計検査国会報告より抜粋）



２ー６ 高円賃・高専賃登録制度の普及

８

高齢者への登録情報の提供

賃貸住宅の事業者に対する制度周知

登録簿閲覧所を設けるほか、都道府県や高齢者居住支援センターのホームページへ登録住宅に係る情報を掲載
するとともに、市町村、関係団体等と連携した幅広い情報の提供のための措置を講じているところ。

貸主

高円賃・高専賃の登録 情報提供

高齢者単身・

夫婦世帯等

家賃債務保証
（６ヶ月限度）

賃貸借契約

高齢者居住支援センター

家賃債務保証
の申込み

貸主

情報提供

高齢者単身・

夫婦世帯等

家賃債務保証
（６ヶ月限度）

賃貸借契約

高齢者居住支援センター

家賃債務保証
の申込み

都道府県
（指定登録機関）

情報の一元化

都道府県
（指定登録機関）

都道府県直営 28

財団法人 16

社団法人 2

住宅供給公社 1

合計 47

高齢者円滑入居賃貸住宅の
登録簿の閲覧等を行う機関

＝指定登録機関
（高齢者居住法第17条）

平成２０年１０月末時点（国土交通省調べ）

高齢者居住支援センターＨＰでの
登録住宅に係る情報の提供

県の住宅担当課の窓口以外に、市町村の住宅担当課
の窓口に登録簿を設置しているケースもある

約２割の都道府県において、登録住宅に係る情報を掲載した冊子を配布
地元不動産店や建築士会・宅建業者団体と連携し、登録住宅に係る情報を提供
しているケースもある

都道府県や高齢者居住支援センターのホームページにおいて登録制度の紹介を行うとともに、高齢者居住支援
センターにおいて、パンフレットを作成し幅広く配布。この他、都道府県の広報誌、各種研修会等の場も活用して、
賃貸住宅の事業者に対して制度の周知を図っているところ。

高円賃・高専賃登録実績（Ｈ２０．３）

高円賃8,938件125,592戸、高専賃783件18,174戸 （参考）民間賃貸住宅1,256万戸（H15住宅・土地統計調査）



３ 高齢者の住まいに係る地域毎の課題

地 域 地域の課題例 高齢者の問題

エレベーターのない中層集合住
宅が集団で立地

風呂やトイレが狭くて暮らしにく
い

住宅から外出しにくい

高度成長期に開発されたニュー
タウンでは、階段室型の集合住
宅等が大量に立地。

団塊の世代の高齢期への到達
により居住者は一斉に高齢化。

密集している住宅地 車が入らないため外出が困難

耕作放棄地が増加し、山が荒れ
る

畑仕事は重労働

動物が出てきて危険

診療所や商店が遠い、買い物を
頼める人がいなくなる

医療が受けられない

買い物ができない

大規模
ニュータ
ウン
例：多摩ニュー
タウン、泉北
ニュータウン

身近に商店がなく、公共交通は
不便

買い物が不便

外出しにくい

広い住宅や庭をもてあます

積雪が多い 屋根雪を処理できない

冬季には外出できない

斜面に立地する 坂のため外出が困難

土間を介さないとトイレに行けな
いなど、住宅内の移動が不便

敷地の広い戸建て住宅に高齢
者だけで暮らす

古い農家住宅

背 景

地方都市

や大都市
郊外
例：青森市、北
九州市若松区

地方都市や大都市郊外では、
規模の大きい戸建て住宅に、子
供が独立した高齢者世帯が居
住。

豪雪、斜面、密集地などの不利
な条件により、住民の転出がす
すみ、居住環境の悪化、高齢者
の孤立化につながる。

農山村

例：新潟県妙高
市、熊本県美
里町

過疎と高齢化が進行する農山
村では、一人暮らし高齢者の孤
立、限界集落化が進む。

９

地域毎の異なる課題を踏まえ高齢者の住まいの問題に取り組むことが必要。

在宅長寿の我がまちづくり検討委員会報告書（H19.3（財）国土技術研究センター）掲載事例より作成


